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―総括１― 

 

 

新規事業及び重要事業総括表 

 
Ⅰ 総 額 

 【一般会計】 

区  分 平成３１年度 平成３０年度 伸び率 

予算総額 ４３４，３４４，３６８千円 ４３５,３６４,３０７千円 △０．２％ 

一般会計構成比 ２３．０％ ２３．３％ － 

  【埼玉県高等学校等奨学金事業特別会計】 

予算総額 ７７３，６２４千円 ６９０,１６１千円 １２．１％ 
 

 

Ⅱ 主な新規事業及び重要施策       （単位 千円） 

 

１ 障害者雇用の推進 

  Ｐ １ 新規 障害者雇用推進事業【総務課・県立学校人事課・小中学校人事課】 

                    ２９７, ３９６ 

  

 

２ 確かな学力の育成   

  Ｐ ２ 一部新規 学力・学習状況調査の実施及び調査結果の活用事業【義務教育指導課】 

 ２３３, ８３７ 

  Ｐ ３ 未来を拓く「学び」プロジェクト【高校教育指導課】       １１, ９３４ 

                課題を抱える生徒の自立を支援する共助プラン【高校教育指導課】   

  ５０, ０２０ 

        「未来を生き抜く人財育成」学力保障スクラム事業【義務教育指導課】     

 ４, ０００ 

  Ｐ ４  県立高校グローバル教育総合推進事業【高校教育指導課】 ４２０, ２５０ 

  Ｐ ５ 一部新規 小中学校英語教育推進事業【義務教育指導課】 ９, ９８５ 

  Ｐ ６ 新規 ＡＩを活用した学びの実践研究事業【義務教育指導課・高校教育指導課】 

 ８１，８１８ 

  Ｐ ７ 主体的な学びを支援するＩＣＴ環境整備事業【高校教育指導課】  

   ５０３，６４３ 

  科学技術立県を支える次世代人材育成プロジェクト【高校教育指導課】 

    １７，５９２ 

               プログラミング教育推進事業【義務教育指導課】 １, ０２２ 

 

 

 ３ 豊かな心の育成 

                自立心をはぐくみ絆を深める道徳教育推進事業 

【義務教育指導課・高校教育指導課】 ２２, ９９１ 

 Ｐ ８ いじめ・不登校対策相談事業【生徒指導課】 ９３２, ９４９ 

    Ｐ ９ 新規 ＳＮＳ等を活用した相談体制整備事業【生徒指導課】 ９，９４８ 

 ネット問題対策教育推進事業【生徒指導課】 ４，８８１ 

                 人権教育推進事業【人権教育課】 ４, ７３４ 

                 人権感覚育成事業【人権教育課】 ５８４ 

 

 

 



―総括２― 

 ４ 健やかな体の育成 

 児童生徒のための体力向上推進事業【保健体育課】 ３, １００ 

 運動部活動指導充実支援事業【保健体育課】 ６４, ７４０ 

 学校健康教育推進費【保健体育課】 ４３１, ７４２ 

 

 

 ５ 自立する力の育成 

   県立高校キャリア教育総合推進事業【高校教育指導課】 １４，８４４ 

  Ｐ１０ 次代を担う産業人材イノベーション事業【高校教育指導課】   ２３, ６９５ 

  Ｐ１１  高校生の「農力」育成強化プロジェクト【高校教育指導課・財務課】 

 ２３２, ３９７ 

   

 

 ６ 多様なニーズに対応した教育の推進 

  Ｐ１２ 一部新規  自立と社会参加を目指す特別支援学校整備事業【特別支援教育課】 

 １, ６３８, ２９６ 

   特別支援学校の新たな学び推進プロジェクト【特別支援教育課】 ５, ０４３ 

 共生社会の形成に向けた特別支援教育推進事業【特別支援教育課】  

２４, ８５１ 

    Ｐ１４ 自立と社会参加を目指す特別支援学校就労支援総合推進事業【特別支援教育課】  

 ８１, ２３２ 

障害者の生涯を通じた多様な学習活動推進事業【特別支援教育課】 １，４１３ 

    Ｐ ８ いじめ・不登校対策相談事業【生徒指導課】 ９３２, ９４９ 

  Ｐ１５ 地域の多様な人材との連携による高校生自立支援事業【生徒指導課】  

 ３８, ２１７ 

 埼玉県国公立高等学校等奨学のための給付金事業【財務課】  

  １, ３２１, ５５７ 

 埼玉県高等学校等奨学金事業【財務課】 ７７３, ６２４ 

 

 

 ７ 質の高い学校教育のための環境の充実 

 埼玉ティーチャーズカレッジ連携事業【小中学校人事課】 １０, ７５５ 

 魅力ある県立学校づくり推進費【魅力ある高校づくり課】 ８８０ 

  Ｐ１６ 一部新規 学校における働き方改革の推進 １６８, ７７４ 

   県立学校教職員負担軽減検討事業【県立学校人事課】 

   校務支援システム管理運営費【高校教育指導課】 

    学校現場における業務改善加速事業【小中学校人事課】 

    スクール・サポート・スタッフ配置事業【小中学校人事課】 

    部活動指導員配置事業【保健体育課・高校教育指導課・義務教育指導課】 

   県立学校施設耐震化事業【財務課】 ２, ７１６, ８４１ 

 学校安全総合支援事業【保健体育課】 ６, ２５７ 

 県立学校大規模改修費【財務課】 ２, ７７４，６２１ 

           一部新規 県立学校体育館整備費【財務課】 ８２３, ９０２ 

 Ｐ１８ 県立高校トイレ改修加速化事業【財務課】 １, ６８７, ５７２ 

  

 

 

 

 

 

 

 

（再掲） 

（一部再掲） 
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 ８ 家庭・地域の教育力の向上 

 家庭教育支援推進事業【生涯学習推進課】 ３, ７８９ 

   Ｐ１９    放課後子供教室推進事業【生涯学習推進課・義務教育指導課】 ３１８, ７３６ 

 学校応援団推進事業【生涯学習推進課】 １５, ４３１ 

 コミュニティ・スクール推進体制構築事業【小中学校人事課】 ９, ６８９ 

 生涯学習を担う未来人材育成プロジェクト【生涯学習推進課】 １, １３０ 

 Ｐ２０ 一部新規 地域との協働による豊かな学びの推進  ８，０２９ 

          学校と地域の未来を創ろう！プロジェクト【生涯学習推進課】 

                   学校地域ＷＩＮ－ＷＩＮプロジェクト【生涯学習推進課・高校教育指導課】 

   

    

 ９ 生涯にわたる学びの推進 

  Ｐ２１ 一部新規 青少年げんき・いきいき体験活動事業【生涯学習推進課】 ４, １７４ 

 生涯学習を担う未来人材育成プロジェクト【生涯学習推進課】 １, １３０ 

 障害者の生涯を通じた多様な学習活動推進事業【特別支援教育課】 １, ４１３ 

 県立図書館サービス充実・強化推進事業【生涯学習推進課】 ５, ３８９ 

    未利用施設活用事業【財務課】 １１９, ３６１ 

  

 

 10 文化芸術の振興 

Ｐ２２  オリパラおもてなしミュージアム【文化資源課】 ８１, ９１２ 

   外国人ファンを増やそう！インバウンド拡大事業 

   一挙公開！よみがえる至宝－太平記絵巻の美－ 

   来て、見て、触って！古墳の世界－豪族の時代－ 

   サムライ体験in嵐山～城跡で武将と姫に大変身～ 

   埼玉アート！北浦和から未来へ発信事業 

   発信!!「川の国」～水車と大模型に学ぶ川と人のくらし～ 

 埼玉県芸術文化祭開催費【文化資源課】  １５, １０８ 

Ｐ２３ 新規 文化財収蔵施設収蔵庫増設事業費【文化資源課】 １６３, ６１５ 

 文化遺産調査活用事業【文化資源課】 ６, ９３４ 

 文化財保護事業補助【文化資源課】 １２３, ５６８ 

 史跡埼玉古墳群保存活用事業【文化資源課】 ２１, ８１６ 

 

 

Ⅲ 教職員の定数 

Ｐ２４ 

 

区  分 平成３１年度 平成３０年度 増  減 

条例定数      ４２，３４６人 ４２，４５２人 △１０６人 

（再掲） 

（再掲） 
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障害者雇用推進事業  

 

           担当  総務課  総務担当、人事担当  

              県立学校人事課  事務職員人事担当  

              小中学校人事課  総務・定数管理・共同実施担当  

           内線  ６６１６、６７２３、６９３４  

 

１  趣  旨  

  平成３２年１２月の法定雇用率の達成に向け、障害者の雇用を更に推進す

るため、計画的に雇用を行い、障害者の働く場を拡大するとともに、障害者

が働きやすい環境を整備する。  

 

２  事業内容  

 ⑴ 障害者の働く場の拡大  

ア 業務補助型  

    教職員や学校内の環境整備を補助する非常勤職員として雇用する。  

   ・ 雇用者数  １００人  

イ 業務委嘱型  

    教育事務所の業務や図書館等の清掃業務を行う非常勤職員として雇

用する。  

   ・ 雇用者数  ５２人  

 ⑵ 障害者の働く場の環境整備  

ア 障害者雇用の専担組織新設  

    障害者雇用を統括する担当を設置し、障害者雇用の計画や障害者を雇

用する所属の支援を行う。  

イ 支援員の配置  

    障害者が円滑に業務を行い、スキルアップできるよう、障害者の業務

管理や支援・指導等を行う支援員を配置する。  

ウ オフィスの設置等               

    障害者が障害特性に応じて効率的に業務が行えるようオフィスの設

置や物品の整備を行う。  

   ・ オフィスの設置  県内３か所  

エ 職員研修の実施  

    障害者への理解を促進するため、職員を対象とした研修を実施する。 

 

３  平成３１年度予算額    ２９７，３９６千円  

新規 

 



- 2 - 
 

 

学力・学習状況調査の実施及び調査結果の活用事業  

 

                  担当  義務教育指導課  

                     学力向上推進・学力調査担当  

                  内線  ６７４９  

 

１  趣  旨  

  小・中学校における県独自の学力・学習状況調査を実施することで、児童

生徒一人一人の学習内容の定着状況や「学力の伸び」、学習意欲等を把握す

る。  

  また、調査の結果を活用し、学力向上に効果的な授業等を普及させること

で、児童生徒一人一人の力を確実に伸ばす教育を推進する。  

 

２  事業内容  

 ⑴ 「埼玉県学力・学習状況調査」の実施（予算額  ２１７，０５５千円） 

  ア  調査対象  小学校第４学年～中学校第３学年   

  イ  調査内容  

   ・ 教科に関する調査  小学校第４～第６学年：国語、算数  

 中学校第１学年：国語、数学  

 中学校第２・３学年：国語、数学、英語  

   ・ 質問紙調査  学習意欲、学習方法、生活習慣等  

 ⑵ 調査結果の活用  

  ア  「埼玉県学力・学習状況調査」のデータ分析（予算額５，３１７千円） 

    埼玉県学力・学習状況調査のデータを外部研究機関に提供し、学校の

指導と学力の関係や、学力を伸ばしている学校の指導方法などについて

統計学や教育学に基づいた分析を行い、効果的な指導方法を市町村・学

校に普及する。  

  イ  【新規】学力向上に効果的な授業の普及（予算額１１，４６５千円） 

    埼玉県学力・学習状況調査のデータから見えてきた、学力や非認知能

力向上に効果的な授業の映像資料を作成し、市町村・学校に普及する。 

 

３  平成３１年度予算額    ２３３，８３７千円  

一部新規 
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未来を拓く「学び」プロジェクト  

 

                担当 高校教育指導課  学びの改革担当  

                内線 ６７６７  

 

１  趣  旨  

  高校生の主体的･対話的で深い学び（いわゆる「アクティブ・ラーニング」）

を推進するため、県として全国に先駆けて取り組んでいる「協調学習」の更

なる充実と普及を図る。  

 

２  事業内容  

 ⑴ 協調学習による授業改善  

   合同教科部会及び研究開発校での公開研究授業などの実施により、学校

の枠を超えた教員ネットワークを充実させることで、質の高い授業教材な

どを共有し、継続的な授業改善を推進する。  

 ⑵ 協調学習の効果検証  

   協調学習による学びが生徒の学力をどのように伸ばすのか調査・分析を

行い、教育効果を把握することで、協調学習の更なる充実と普及を図る。 

  ・ 対象  県立高校９校（１，０００人程度）  

 

３  平成３１年度予算額    １１，９３４千円  
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県立高校グローバル教育総合推進事業 

 
                 担当  高校教育指導課  教育課程担当  

                 内線  ７３９２  

                   

１  趣  旨  

  「グローバル人材の育成」と「外国語教育の充実」の二本の柱により、グ

ローバル化に対応する教育を推進する。  

 

２  事業内容  

 ⑴ グローバル人材の育成  

  ア  グローバルリーダー育成プロジェクト  

    英語力の向上や課題解決に必要なクリティカルシンキング（批判的思

考）の育成を目的とした国内研修及び海外大学での研修等を実施する。 

   ・ ハーバード大学等での研修  生徒４０人  

  イ  持続可能な社会を生きるグローバル人材育成事業  

    東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大会を契機として、国際

貢献活動を行っているＪＩＣＡやＮＰＯ等と連携した講演会を実施す

る。  

   ・ 講演会の実施  ４０校  

  ウ  高校生・教員の海外派遣  

    学校単位での海外大学や姉妹校への派遣、姉妹州省からの高校生の受

入れ、教員の相互派遣を実施する。  

  エ  高校生留学支援事業  

    短期海外研修の支援、留学説明会及びグローバル語り部により留学の

機運を醸成する。     

 ⑵ 外国語教育の充実  

  ア  語学指導等におけるネイティブスピーカー活用事業  

    ＡＬＴ、国内留学生を活用し、外国語教育の充実を図る。  

   ・ ＡＬＴの配置  ４４校  

   ・ 国内留学生の配置  １０校 

  イ  県立高校英語教育改革事業  

    新大学入試制度及び新学習指導要領による英語教育の高度化に対応

した教員研修を実施する。  

   

３  平成３１年度予算額    ４２０，２５０千円 
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小中学校英語教育推進事業  

 

                        担当  義務教育指導課  

                           教育指導担当  

                        内線  ６７４８  

 

１  趣  旨  

  新学習指導要領の円滑な実施に向け、教員を対象とした研修の実施等によ

り、小中学校における英語教育の推進を図る。  

 

２  事業内容  

 ⑴ 教員の指導力養成  

   県内全ての小学校（政令指定都市を除く）から各１名、５・６年の担任

等を対象に、有識者の指導を得ながら、英語の指導力養成、具体的な指導

方法等についての研修を実施し、平成３２年度の新学習指導要領全面実施

に向けて、小学校における英語指導の円滑な実施を図る。  

  ・  研修対象者  約７００人  

 ⑵ 【新規】指導力向上のための研究  

   小学校段階から指導が開始される「話すこと」（やりとり）について、

小・中・高等学校の各学校段階における学習到達目標を意識した一貫性の

ある指導方法の研究を行う。  

・ 研究委嘱  ４市町村  

・ 小・中・高等学校の教員等で構成する連絡協議会の開催  

 

３  平成３１年度予算額    ９，９８５千円  

 
 

一部新規 
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ＡＩを活用した学びの実践研究事業  

 

           担当  義務教育指導課  学力向上推進・学力調査担当  

              高校教育指導課  学びの改革担当       

           内線  ６７４９、６６２５  

 

１  趣  旨  

  埼玉県学力・学習状況調査の結果をはじめ、小・中・高等学校で得られる

様々なデータとＡＩ（人工知能）を活用して、よりきめ細かい個に応じた指

導の実現を目指す。  

 

２  事業内容  

 ⑴  県学力・学習状況調査と学校保有データのＡＩによる分析  

    既に蓄積されているビッグデータである埼玉県学力・学習状況調査の結果や、

小・中・高等学校で得られる定期考査、生活習慣アンケートの結果等のデータを

組み合わせて、ＡＩによる分析を行う。 

 ⑵  個に応じた指導の実践研究   

   ＡＩによる分析結果を活用し、児童生徒一人一人の学力や学習状況など

に応じた個別アドバイスシート、個別学習教材の作成を行う。  

   また、モデル校において、作成したアドバイスシートなどを活用して個

に応じた指導の実践研究を行う。  

    

３  平成３１年度予算額    ８１，８１８千円  

 

 

 

新 規 
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主体的な学びを支援するＩＣＴ環境整備事業  

 

                担当 高校教育指導課  学びの改革担当  

                内線 ６６２５  

 

１  趣  旨  

  生徒の主体的・対話的で深い学びを支援するため、新学習指導要領に対応

するＩＣＴ教育環境を整備する。  

 

２  事業内容  

  県立高校の普通教室にプロジェクターを常設するとともに、タブレット端

末及び無線ＬＡＮ環境を整備する。  

  ・ 整備校数  ５０校  

 

３  平成３１年度予算額    ５０３，６４３千円 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ＩＣＴ教育環境の充実で実現できる授業（例）】 
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いじめ・不登校対策相談事業  

 

                  担当  生徒指導課  

  総務・登校支援・中退防止担当  

                  内線  ６７４５  

 

１  趣  旨  

いじめ防止対策推進法、教育機会確保法等の趣旨を踏まえ、心理や福祉の

専門家であるスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等を配

置し、教育相談体制の整備・充実を図る。  

  また、県立学校における、いじめによる重大事態に対し調査審議を行うほ

か、生徒指導支援員を配置し、各学校に指導・助言を行う。  

 

２  事業内容  

⑴ 教育相談体制の整備・充実   

 ア スクールカウンセラーの配置  

   ・  全小・中学校（政令指定都市を除く）、県立高校、各教育事務所、

総合教育センターに配置  

  イ  スクールソーシャルワーカーの配置  

   ・ 全市町村（政令指定都市・中核市を除く）、各教育事務所、県立高

校等に配置  

  ウ  高校相談員の配置   

  エ  精神科医の配置   

  オ  スチューデントサポーターの派遣   

  カ  中学校相談員配置市町村への助成   

 キ 相談員の研修  

⑵ 重大事態に関する調査審議  

 県立学校における、いじめによる重大事態に対し、弁護士等の第三者の

専門家がいじめの事実関係を調査審議する。  

⑶ 生徒指導支援員の配置  

  県に生徒指導支援員を配置し、各学校の生徒指導全般に関して指導・助

言を行う。  

 

３  平成３１年度予算額    ９３２，９４９千円  
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ＳＮＳ等を活用した相談体制整備事業  

 

                  担当  生徒指導課  

  総務・登校支援・中退防止担当  

                  内線  ６９０６  

 

１  趣  旨  

 スマートフォンの普及や、ＳＮＳの利用拡大により、若年層の用いるコミ

ュニケーション手段が変化するとともに、ＳＮＳを介して、人間関係のトラ

ブルやいじめ等に巻き込まれるなど、新たな課題も生じている。  

 そこで、ＳＮＳ等を活用した相談体制を整備し、多様な窓口を確保するこ

とで、いじめ等の問題行動や生徒の抱える様々な悩みに対応する。  

 

 

２  事業内容  

  ＳＮＳ等を活用した相談窓口を開設し、様々な悩みや不安等に早期対応す

ることで、問題の深刻化を防ぐ。  

 ・ 対象  県立学校１５校（９，５００人程度）  

 

３  平成３１年度予算額    ９，９４８千円  

新 規 
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次代を担う産業人材イノベーション事業  

 

                   担当  高校教育指導課  

 産業教育・キャリア教育担当  

                   内線  ６７６９  

 

１  趣  旨  

  専門高校及び総合学科高校において、明日の埼玉の産業界を担う高度専門

職業人材を育成するため、地域の企業・商店街や研究機関等と連携した実践

的な職業教育を行い、専門的な知識や技術、技能を習得させるとともに、商

品開発や技術開発を行う。  

 

２  事業内容  

 ⑴ 専門技術・技能分野  

   卓越した技術・技能を持つ外部指導者から実践的な指導を受けることで、

専門的な知識及び技術・技能の習得を図る。  

（例）熟練技能者や福祉・医療関係者などによる実習の指導  

 ⑵ 地域創生分野  

   専門分野における知識や技術・技能を生かし、地域の企業や団体と連携

して地域の活性化に取り組む。   

（例）地元企業と連携した新商品の開発  

 ⑶ 先端産業分野  

   川越工業高校が理化学研究所と連携し、自然エネルギーから水素を生成

して安定的に供給するエネルギーシステムを製作する。  

 

３  平成３１年度予算額    ２３，６９５千円  
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高校生の「農力」育成強化プロジェクト  

 

           担当  高校教育指導課  産業教育・キャリア教育担当  

              財務課 施設整備担当  

           内線  ６７６９、６６４６  

 

１  趣  旨  

  農業を学ぶ高校生の就農・就業意欲を喚起し、経営感覚や国際感覚、チャレンジ精

神を持った農業経営者等となり得る人材を育成する。 

 

２  事業内容  

 ⑴ 教育環境整備  

   国際的に通用するＧＡＰ（農業生産工程管理）の実践に取り組むため、

農業高校の中心校２校（熊谷農業高校・杉戸農業高校）に温室を整備する。  

 ⑵ ＧＡＰ教育推進  

   熊谷農業高校及び杉戸農業高校において、実践的なＧＡＰ教育を推進し、

国際的に通用するＧＡＰ認証の取得や東京2020オリンピック・パラリンピック競

技大会での食材提供等を目指す。  

 ⑶ 地域特産品開発  

   秩父農工科学高校が、埼玉大学等と共同で開発し、製造方法の特許を持

つ「第３のみつ」について、新たな製造技術及びみつを原料とした特産品

の開発にチャレンジする。  

 

   ※ 第３のみつとは、ミツバチに、果実や野菜などの汁を与えて製造し

たみつ。国際規格である「花蜜はちみつ」・「甘露はちみつ（昆虫の

分泌物由来）」に該当しないため、「第３のみつ」と呼ぶ。  

 

３  平成３１年度予算額    ２３２，３９７千円  
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自立と社会参加を目指す特別支援学校整備事業 

 

                 担当  特別支援教育課  

  インクルーシブ教育推進担当  

                 内線  ６８８３  

 

１   趣   旨  

  特別支援学校における児童生徒の増加に対応するため、新たな特別支援学校の

設置を行うとともに、既存校における学習環境等の整備充実を図る。 

 

２  事業内容  

 ⑴  県南部地域特別支援学校（仮称）の設置（工事） 

       戸田翔陽高校の敷地内に知的障害の生徒を対象にした高等部単独校を設  

 置する。 

  ア 設置学部（学科）   高等部（普通科） 

  イ 設置規模           ３０学級（２４０名）程度 

  ウ 開校年月           平成３３年４月（予定） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一部新規 
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 ⑵ 【新規】県東部地域特別支援学校（仮称）の設置（設計） 

   旧岩槻特別支援学校の跡地を活用し、知的障害の児童生徒を対象にした特別

支援学校を設置する。 

  ア 設置学部（学科）  小学部・中学部・高等部（普通科） 

  イ 設置規模      ３０学級（２００名）程度 

  ウ 開校年月      平成３５年４月（予定） 

 ⑶ 【新規】県東部地域高校内分校（仮称）の設置（設計） 

   松伏高校内に越谷西特別支援学校（知的障害）の分校を設置する。 

 ア 設置学部（学科）  高等部（普通科） 

 イ 設置規模      ６学級（４８名）程度 

 ウ 開校年月      平成３３年４月（予定） 

⑷ 学習環境等の整備  

  既存校における児童生徒増への対応を図るため、必要備品等の整備及び給食調 

 理室の改修工事を行う。 

 ・ 給食調理室の改修 和光南特別支援学校 

 

３  平成３１年度予算額     １，６３８，２９６千円  
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自立と社会参加を目指す特別支援学校就労支援総合推進事業  

 

                  担当  特別支援教育課  

                     特別支援学校就労支援担当  

                  内線  ６８９１  

 

１  趣   旨   

   障害のある生徒の自立と社会参加を実現するため、特別支援学校高等部生徒の

就労支援を総合的に推進する。 

 

２  事業内容  

⑴ 障害者雇用の仕組みの構築 

   特別支援学校の一般就労率の向上を図るため、県が特別支援学校の卒業生

等を雇用し、一般就労及び障害者雇用の促進に向けた仕組みを構築する。 

   ・ 特別支援学校の卒業生等の雇用 南部拠点・北部拠点各１２人 

⑵ 企業のニーズを踏まえた職業教育の推進 

 就労状況の変化に対応し、企業のニーズを踏まえた職業教育を推進する。 

 ア 教員の意識を向上させるため、企業研修を実施 

 イ 特例子会社幹部等を就労支援アドバイザーとして特別支援学校に配置 

  ・ 就労支援アドバイザーの配置 ３８校配置 

 ウ 卒業生による講演会の開催 

⑶ 就労可能な企業の情報収集 

  関係機関との連携により、生徒の実習及び就労可能な企業の情報を収集する。 

ア ハローワーク等との共同職場開拓 

イ 企業情報の収集 

⑷ 企業に向けての理解啓発 

  企業向けの学校公開を実施し、企業の理解啓発を図る。 

 

３  平成３１年度予算額    ８１，２３２千円  
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地域の多様な人材との連携による高校生自立支援事業  

 
                  担当  生徒指導課  

                     総務・登校支援・中退防止担当  

                  内線  ６７４４  

 

１  趣  旨  

  「地域若者サポートステーション」と連携して、社会的自立を促す取組を

実施し、中途退学の防止を図る。  

  また、本事業を通して、生徒とサポートステーションとの関係を築き、中

途退学した者や卒業後に就業できない者に、切れ目なく支援できる体制を整

備する。  

 

２  事業内容  

⑴ 面談指導  

   生徒が良好な人間関係を築けるよう面談指導を行い、抱える課題に寄り

添い支援する。  

⑵ ソーシャルスキルトレーニング  

   生徒の自立に必要な社会性やコミュニケーション能力を伸長するため、

「人との関わり方」や「将来のための金銭教育」等の講座を実施する。  

⑶ 社会体験活動  

   社会参画に対する興味・関心を喚起し、高校生活に対する意欲を醸成す

るために、特色ある地域の事業所等を訪問する。  

 

 

３ 平成３１年度予算額   ３８，２１７千円 
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学校における働き方改革の推進  

 

         担当  県立学校人事課  学事担当  

     高校教育指導課  学びの改革担当  

            小中学校人事課  人事・学事担当  

             保健体育課  学校体育担当  

   高校教育指導課  教育課程担当  

                      義務教育指導課  教育指導担当  

             内線  ６７３５、６６２５、６９３９  

                 ６９４８、７３９１、６７４８  

 

１   趣   旨  

  学校を取り巻く環境が複雑化・多様化し、新学習指導要領への対応など学校に求

められる役割が拡大する中において、教員の長時間労働の実態が明らかとなっている。 

   「学校における働き方改革」を推進することで、教員が心身の健康を損なうこと

のないよう業務の質的転換を図り、限られた時間の中で児童生徒に接する時間を十分

に確保し、児童生徒に真に必要な総合的な指導を持続的に行うことのできる環境を作

り出していく。 

 

２  事業内容  

 ⑴ 適正な勤務時間管理と意識改革  

   県立学校教職員負担軽減検討事業（予算額  ３，１７８千円）  

    労働基準法等の改正及び「公立学校の教師の勤務時間の上限に関するガ

イドライン」の制定に伴い、教職員の出退勤時刻を客観的に把握する必要

があることから、全県立学校に勤務管理システムを導入し、在校時間が長

時間傾向を示す教職員に対して是正に向けた的確な支援を行うとともに、

意識の改革を図る。  

 

 

 

 

一部新規 
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 ⑵ 業務の改善・効率化  

ア 校務支援システム管理運営費（予算額  ４３，８５５千円）  

    各県立高校に県統一規格の校務支援システムを整備し、校務処理の効

率化を図る。  

    ・  校務支援システム導入校  １２９校  

イ 学校現場における業務改善加速事業（予算額  ３，２４９千円）  

 重点モデル地域の伊奈町において、効果的な業務改善等の取組につい

て調査研究を行い、その成果を県内市町村へ普及させることで、教員の

意識改革や業務の適正化及び効率化を図り、長時間勤務を改善する。  

 ・ モデル校  伊奈町立小室小学校、小針中学校  

 ⑶ 外部人材の活用  

  ア  スクール・サポート・スタッフ配置事業（予算額 ７０，６３２千円） 

    教員の事務を補助するスクール・サポート・スタッフを配置する市町

村を支援し、小・中学校の教員が子供と向き合う時間を確保する。  

    ・  ３４市町  ２０２人  

  イ  【一部新規】部活動指導員配置事業（予算額  ４７，８６０千円）  

    単独での部活動指導・大会引率等が可能な「部活動指導員」を配置し、

顧問教員の負担軽減を図る。  

    ・  県立高校  運動部    ８校   ８人  

           文化部    ４校   ４人  

    ・  中学校  運動部  ２４市町  ８２人  

           文化部  １６市町  ２３人  

     

３  平成３１年度予算額    １６８，７７４千円  
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県立高校トイレ改修加速化事業  

 

              担当  財務課  財産管理担当、施設整備担当  

              内線  ６６４６  

 

１  趣  旨  

  平成３６年度までに、県立高校の普通教室のトイレについて洋式化率１００％を

目指し、計画的に改修を行う。  

 

２  事業内容  

  県立高校の普通教室のトイレについて、洋式化及び乾式化を行う。  

 ⑴ トイレ単独改修設計   １３校１３棟  

 ⑵ トイレ単独改修工事   ２２校２２棟  

 

３  平成３１年度予算額    １，６８７，５７２千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 19 - 
 

 

放課後子供教室推進事業  

 

担当 生涯学習推進課  地域連携担当  

  義務教育指導課  学力向上推進・学力調査担当

内線 ６９７９、６７７９          

 

１  趣  旨  

  少子化や核家族化の進行、就労形態の多様化及び家庭や地域の子育て機

能・教育力の低下など、子供を取り巻く環境の変化を踏まえ、放課後等に子

供が安心して活動できる場の確保を図るとともに、次世代を担う子供の健全

育成を支援する。  

 

２  事業内容  

 ⑴ 県実施事業  

  ア  推進委員会の設置  

     保護者や地域の代表者、市町村関係者等で構成する推進委員会を設置

し、実施方針の検討、指導者研修の企画等を行う。また、市町村の取組

を集めた事業報告書を作成する。     

  イ  指導者研修の実施  

         コーディネーター等の資質向上や情報交換・情報共有を図るための研

修を実施する。  

⑵ 市町村実施事業補助  

  放課後等に子供が安心して活動できる場の確保を図る取組を行う市町

  村を支援する。  

   ・ 放課後子供教室       ４３市町３８２箇所  

   ・ 土曜日の教育支援      １６市町２１５校  

   ・ 中学生学力アップ教室    １２市町  ６７校  

⑶ 放課後の居場所づくりの推進    

   放課後子供教室の実施拡大に向けて取り組む市町村に対して、人材確保

のためのアドバイザーの配置を支援する。  

   ・ ８市町  

 

３  平成３１年度予算額    ３１８，７３６千円  
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地域との協働による豊かな学びの推進  

 

   担当  生涯学習推進課  地域連携担当  

高校教育指導課  教育課程担当  

 内線  ６９７７、７３９１       

 

１   趣   旨  

   学校と地域全体が協働して子供たちの学びを支え、子供や地域住民の地元への愛

着や豊かな心を育むとともに、将来を担う人材育成と地域全体の活性化を促進するモ

デル事業を推進する。 

   また、学校と地域のマッチングを図り、実社会からの学びを充実するとともに、

学校の力を地域に生かす取組を推進する。 

  

２  事業内容  

  ⑴ 【新規】学校と地域の未来を創ろう！プロジェクト（予算額 ７，１７４千円）

   ア 教員・行政・大学・地域住民等から構成されるコンソーシアムを設立し、「お 

       がわ学」を構築する。 

  イ 小川町の小・中学校、小川高校の児童生徒が、「おがわ学」を教育課程に位

置付けて実施する。 

  ウ 地域の大人が「おがわ学」の構築に関わることで、地域を再認識し、愛着を

深めるとともに、大人自身の学びにつなげる。 

    ※ 「おがわ学」とは、小川町の小・中・高等学校の児童生徒が、発達段階に応

じて地域の歴史や産業等を学び、地域へ参画し、課題の解決等に取り組む学び

の形 

 ⑵  学校地域ＷＩＮ－ＷＩＮプロジェクト（予算額 ８５５千円） 

  ア 学校と地域のマッチング 

    学校教育に活用できる地域（企業、ＮＰＯ、市町村、地域人材等）の力を

発掘するとともに、教育局職員が学校と地域のマッチング・コーディネートを行

う。 

  イ 教育活動の実践      

       地域の力を活用した教育活動や、学校の力を地域に生かす教育活動を実践する

とともに、年間を通して地域と連携する課題探究型学習モデル実践研究を実施す

る。 

   ウ  実践研究発表研修会の実施（平成３２年１月実施予定）  

    教職員と地域の人材の交流を図るとともに、教育実践の取組を共有化

し、全県に広げる。  

 

３ 平成３１年度予算額   ８，０２９千円 

一部新規 
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青少年げんき・いきいき体験活動事業  

 

担当  生涯学習推進課       

 社会教育施設企画調整担当  

内線  ６９１７        

 

１  趣  旨  

  経済的に困難な家庭の子供たちに体験活動の機会を提供するとともに、体  

 験活動がもたらす様々な効果を研究し、青少年の健全育成を図る。  

 

２  事業内容  

  ⑴  体験活動の機会の提供  

    福祉部や経済的に困難な家庭の子供たちに学習支援事業を行っている

団体と連携し、学習支援教室に通う子供たち（小・中学生）に体験活動の

機会を提供する。  

   ・ げんきプラザにおける自然探検や集団宿泊体験の実施 

   ・ 学習支援教室への出前講座の実施 

  ⑵   非認知能力を高める体験活動プログラムの研究開発  

     教育・福祉の関係者や体験活動の専門家等と連携・協働し、げんきプラ

ザのノウハウを活用した非認知能力を高める体験活動プログラムについ

て研究し、取組を広めていく。  

 

３  平成３１年度予算額    ４，１７４千円  

一部新規 
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オリパラおもてなしミュージアム  

 

            担当 文化資源課  文化財活用・博物館担当  

            内線 ６９８６  

 

１  趣  旨  

  東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会やラグビーワールドカッ

プ2019大会を契機として、国内外からの来訪者に対する県立美術館・博物館

の「おもてなし環境」を整備し、埼玉の魅力を世界に発信するとともに、郷

土や我が国の歴史・文化を誇りに思う心を醸成する。  

 

２  事業内容  

 県立美術館・博物館８館合同で外国人を対象とした広報を行うほか、５館

で多言語化や設備の環境整備を行うとともに、体験プログラム等を実施する。 

⑴ 全館  

  「外国人ファンを増やそう！インバウンド拡大事業」  

   県立美術館・博物館合同ホームページ運営、外国人向けパンフレット  

  作成  

⑵ 歴史と民俗の博物館（さいたま市大宮区）  

  「一挙公開！よみがえる至宝－太平記絵巻の美－」  

   展覧会開催のための展示環境の整備  

⑶ さきたま史跡の博物館（行田市）  

  「来て、見て、触って！古墳の世界―豪族の時代―」      

   古代体験プログラムの実施、古墳群をテーマとした展覧会開催  

⑷ 嵐山史跡の博物館（嵐山町）  

  「サムライ体験 in嵐山～城跡で武将と姫に大変身～」  

    展示室・パンフレットの多言語化、多言語に対応した「比企城館跡群」 

   紹介映像制作 

⑸ 近代美術館（さいたま市浦和区）  

  「埼玉アート！北浦和から未来へ発信事業」  

   ホームページの多言語化、記念撮影用名品バナーの制作  

⑹ 川の博物館（寄居町）  

  「発信!!『川の国』～水車と大模型に学ぶ川と人のくらし～」 

   大水車、常設展示設備の改修  

 

３  平成３１年度予算額    ８１，９１２千円  
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文化財収蔵施設収蔵庫増設事業費  

 

                  担当  文化資源課  埋蔵文化財担当  

                  内線  ６９８９  

 

１  趣  旨  

  郷土の成り立ちを後世に伝える貴重な歴史資料である埋蔵文化財の収蔵

スペースを増設し、適切に保存管理する。  

 

２  事業内容  

 ⑴ 収蔵庫の新設  

     文化財収蔵施設敷地内に埋蔵文化財の公開が可能なスペースを有する

  収蔵庫を新設する。  

 ⑵ 既存収蔵庫の改修  

    既存の収蔵庫内に、温湿度管理ができる保管庫を増設するため改修（設

計）を行う。  

  ⑶ 未利用財産の活用  

    旧県立民俗文化センター収蔵棟を収蔵スペースとして利用するため整

備を行う。  

 

３  平成３１年度予算額    １６３，６１５千円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新 規 



- 24 - 
 

 

 

 

 

教育局条例定数一覧 

 
     

    （単位：人） 

区分 平成３１年度 平成３０年度 増  減 主な増減理由 

事務局 721 726 △5 
事務事業の執行体制の見直

しに伴う減 

小学校 17,379 17,414 △35 児童数変動に伴う減 

中学校 10,107 10,129 △22 生徒数変動に伴う減 

高等学校 9,562 9,650 △88 収容定員変動に伴う減 

特別支援 

学校 
4,577 4,533 44 児童生徒数変動に伴う増 

計 42,346 42,452 △106  


